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（福岡市が実施した取組み） 

① 年度当初に本年度の補助金の内容（所管局，名称，交付先，経過年数，

前年度予算額，本年度予算額，対前年度増減）をホームページに掲載する

ようにした 

② 各補助金について交付要綱の整備を進め，交付手続を透明化した 

③ 「事業仕分け」（平成２０年度開始）において，補助金事業及び負担金

事業も対象事業として評価を実施した 

④ 各年度の予算編成過程の中で補助金・負担金の見直しや廃止を実施した 

 

イ 上記取組みの結果，平成１６年度の補助金３１６件（外郭団体等に対する補助金及び

建設費に対する補助金は除く）のうち，約１００件を平成２３年度までに廃止したが，

その後の社会の需要・必要から新たな補助金約１００件を新設したために，平成１６年

度と平成２２年度及び２３年度予算を対照すると，下表のとおり，補助金件数では横這

いであるが，金額的には増額となっているとのことであった（末尾「補助金一覧表」参

照）。 

 

                      ＊（「増減」は平成１６年度との比較） 

区 分 平成 16年度 平成 22年度 増 減 平成 23年度 増 減 

件 数 316件 320件 ＋4件 312件 ▲4件 

予算額 93億 5700 

万円 

104億 5900 

万円 

＋11億 0200 

万円 

104億 1300 

万円 

＋10億 5600 

万円 

 

(3) 補助金の執行状況を監査対象にした理由 

ア 補助金額が平成２２年度の一般会計歳出予算額（７３８６億４８００万円）に占める

割合は，１.４％であったが，一般財源総額３８９４億円（最終予算額）に対する割合

では２.７％である。一般財源中の市税収入額は２６４３億円であるところ，補助金額

はその３.９％に相当する。市税等の収入が伸びない状況で，無償譲渡である補助金の

執行には慎重さが必要である。福岡市補助金交付規則第３条が「補助金に係る予算の執

行は，補助金が市税その他の貴重な財源で賄われることに留意し，補助金の交付の目的

に従って公正かつ効率的に行わなければならない。」と規定しているとおり，市民から

徴収する貴重な市税等を財源とする補助金の執行については，市民の理解が得られる公

平性，必要性，合理性等がなければならない。 

  １６年委員会提言から６年を経過したので，ここで改めて同提言を踏まえた補助金の

執行状況を検討・監査することは必要かつ有意義と考えた。 
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イ これに加えて，補助金の交付は「公益上の必要性」が認められる場合に初めて適正と

されるものであるが，補助金の交付目的や趣旨は，多種多様である。３００件を超える

多種多様な補助金について，「公益上の必要性」の有無を単純・明瞭に決めることはで

きないし，また「公益上の必要性」が認められたとしても，市の財政状況等に基づく優

先順位の制約もある。それゆえ，補助金執行の適正さは，最終的には，市民・議会のチ

ェック，判断により決されるべきものである。 

それゆえ，本監査結果報告書が福岡市のホームページで公開されることを踏まえて，

監査対象の補助金に対する指摘や意見と併せて当該補助金の概要（目的，交付先，事業

概要，対象経費，補助金額，経過年数等）を報告・広報することにより，福岡市民・市

議会が補助金執行の適正さを検討する契機になることも願っての報告である。 

なお，本報告書における個別補助金の経過年数は，補助開始年度から平成２２年度予

算までの年数である。そのため，末尾資料の平成２３年度補助金一覧表とは経過年数が

１年異なっている。 

 

対象事件として「補助金の執行状況」を選定したのは，以上の理由からである。 

 

３ 監査の方法 

  福岡市においては，予算・決算と併せて補助金一覧表（外郭団体等に対する補助金及

び建設費に対する補助金は除く）とともに，１６年委員会提言及び過去の包括外部監査

結果報告書や事業仕分け評価調書もホームページで公開している。また，福岡市財政局

財政調整課では，平成２３年７月から補助金の現状調査を実施し，併せて補助金に係る

事務手続の適正化・軽減等につなげるために「補助金事務の手引き（仮称）」の作成の

準備作業中であった。 

  そこで，監査人においては，前記公開されている資料及び財政調整課実施の補助金調

書等を参考に，全補助金の担当局課に対して「補助金調査票」による照会と「補助金交

付要綱」の提出を依頼した。そして，これらを基に監査対象補助金を選定し，対象補助

金担当課からのヒアリング，個別照会，これに基づく補助金申請書，実績報告書，交付

先団体の約款及び議事録等の資料調査を重ねて監査を実施した。 

 

４ 監査の対象年度 

  平成２２年度（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

  但し，必要があれば他の年度についても監査の対象とした。 

 

５ 監査の実施期間 

  平成２３年８月８日から平成２４年２月２９日まで 
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６ 包括外部監査人及び補助者 

（１）包括外部監査人 弁護士 牟田哲朗 

（２）補  助  者 弁護士 小野裕樹，弁護士 北古賀康博，弁護士 服部博之 

           弁護士 岡 香織，弁護士 渡部有紀，弁護士 藤本聡子 

 

７ 指摘・意見について 

  本報告書において「指摘」とした事項は，適法性・妥当性に問題があり，是正措置が

必要であると考えるものである（地方自治法第２５２条の３７第５項）。また，「意見」

とした事項は，直ちに適法性・妥当性に問題があり，是正措置を採ることが必要である

とまでは考えないが，是正の検討をすることが「自治体の組織及び運営の合理化に資す

る」と考えるものである（同法第２５２条の３８第２項）。 

  本報告書全体における，「☞指摘」は１６件，「☞意見」は１３４件であった。 

なお，「指摘」・「意見」として特記していないが，報告書本文中において，問題提起

をし，意見を提示したものもある。補助金執行事務の抱える問題点は，補助金の種類・

内容等は違っても共通するものが多いので，監査人としては，「指摘」・「意見」の有無

にかかわらず，また，本監査において個別検討の対象となったか否かにかかわらず，本

監査報告を参考にして，福岡市の補助金執行事務全体のさらなる適正化に努めていただ

きたいと考えたためである。しかしながら，本要約版においては，「指摘」・「意見」と

特記したものだけを記載しており，報告書本文中に問題提起をしたものについては記載

していないのでご注意願いたい。 

 

８ 要約版について 

  本監査報告書においては，３００件にのぼる多種多様な補助金の概要を市民に向けて

広報することを目的のひとつとし，そのために対象補助金について概要表を記載し，か

つその概要を紹介している。しかし，本要約版には，そこまでの記載をする紙面的余裕

がないので，個別補助金についての監査結果である「指摘」・「意見」をまとめるに止ま

っている。まとめるについては，監査の視点ごとに，個別補助金名と「指摘」・「意見」

の番号及び概要を記載したので，関心を持たれた方は報告書本体をお読み願いたい。 
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第２部 総  論 

第１章 福岡市の補助金の概要と取組み 

第１節 福岡市の補助金の概要 

１ 補助金の件数・金額と福岡市一般会計における割合 

福岡市の平成２２年度の補助金総額１０４億５９５９万円は，一般財源総額３８９４

億円の２.７％である。しかし，一般財源のうち固定的な義務的経費が２２１４億円で

あるので，一般財源総額から義務的経費額を控除した残額の１６８０億円が非義務的経

費額（新しい事業への投資等に使えるお金）であって，これに対する補助金の割合は６.

１％となるところ，義務的経費が一般財源に占める割合は年々高まっており，平成１６

年度決算額で５１.０％，平成２２年度最終予算額比で５６.９％，平成２３年度当初予

算額比では５７.３％となっており，財政の硬直化が進行している（福岡市：「平成２３

年度ふくおかしの家計簿」）。 

 

２ 補助金の所管局 

他方，下表のとおり，平成２２年度の補助金３２０件は，１２の局が所管している。 

  地方公共団体は「住民の福祉の増進を図ること」を基本とするものであるから，その

業務も限定的でなく，保育，教育，厚生等の福祉，防災・防犯等の生活の安全や環境，

経済等を含めた市勢の振興等多岐にわたっている。そのため，各局が所管する補助金も，

その目的・趣旨は単一でなく，多種多様，多岐にわたっている。 

所管局 所管補助金数（件） 金額（千円） 

総務企画局 ６ ５５，８７２ 

市民局 ５０ ７７０，３９６ 

こども未来局 ４６ ４，８８５，０４４ 

保健福祉局 ７１ ２，９９０，６９１ 

環境局 １３ ３５１，６７４ 

経済振興局 ４１ ４６８，４１６ 

農林水産局 ５５ ４２７，４０９ 

住宅都市局 １５ ３４５，４０８ 

港湾局 ２ ４２，３４９ 

消防局 ２ ３４２ 

教育委員会 １８ １２１，０３４ 

議会事務局 １ ９５６ 

合計 ３２０ １０，４５９，５９１ 

           （＊ 巻末の補助金一覧表の件数及び金額である。） 

－ 5 －



３ 補助金の執行手続 

補助金の申請から交付までの手続は「福岡市補助金交付規則」に次のとおり定められ

ている。したがって，補助金の執行が，補助金交付規則及び規則を受けての規定である

交付要綱・要領に従って執行されているかどうかも監査の対象とした。また，交付要綱・

要領の規定自体も監査の対象とした。 

   

① 補助金交付申請（第４条） 

補助金は申請主義を原則とし，申請書には，ア）申請者の氏名・名称及び

その営む事業，イ）補助対象事業の目的・内容，ウ）事業遂行に関する収支

計画及び事業計画，エ）その他市長が必要と認める事項（例えば，補助事業

の前年度決算書類や団体の定款や収支決算書類等）の提出を必要とする。 

 

② 交付決定及び通知（第５条ないし第９条） 

申請書類の審査や現地調査により，申請に係る補助金の交付が，ア）法令

及び予算で定めるところに違反しないか，イ）補助事業の内容が適正か，ウ）

金額の算定に誤りがないかなどを調査する。審査の基準となるものが補助金
、、、

交付規則
、、、、

及び補助金交付要綱
、、、、、、、

・要領
、、

である。 

 

③ 実績報告（第１４条） 

補助事業者は，補助事業が完了したときには，ア）補助事業の実施期間，

イ）補助事業の実施状況（補助事業経費収支計算書及び経過・成果を証する

書類等），ウ）補助金の交付決定額と清算額を記載した実績報告書に市長の

定める書類（規則上の明記はないが，イベント開催状況の写真や対象経費の

支出に関する領収書等である）を添付して市長に報告しなければならない。 

 

④ 実績報告の審査と補助金額の確定 

及び補助金の交付（第１５条ないし第２０条） 

報告書類や現地調査等により，補助事業の成果が補助金の交付決定の内容

及びこれに付した条件に適合するかを調査確認し，適合すると認めたときは，

交付すべき金額を確定して通知し，補助事業の終了後（補助事業が継続して

行われている場合には，各年度末）に確定した額を交付する。 

       実績報告の審査や補助金額の確定については，当該経費が対象事業に要し

た対象経費か否かを含めて，「補助金交付要綱・要領」を基準として審査する

ことになり，審査の結果，補助事業者が，ア）補助金を他の用途に使用した
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場合，イ）交付の内容・条件，その他法令等に基づく市長の処分・命令に違

反した場合は，補助金額確定の前後を問わず，補助金の交付の全部又は一部

を取消す場合もある。 

 

第２節 福岡市における補助金についての取組み 

１ 福岡市補助金等審査委員会の提言 

平成１６年１２月，「福岡市補助金等審査委員会」（以下「１６年委員会」という。）

は「福岡市の補助金等のあり方及び見直しの方策について」と題する補助金に対する提

言（以下「１６年委員会提言」という。）を提出し，「今後の補助金制度のあり方」とし

て次の６項目を提案（以下「委員会６項目提案」という。）した。 

 

① さらなる情報公開  

どのような補助金をどういう考え方で交付しているのか，市のホームペ

ージなどを活用して，より具体的な情報の公開を図るべきこと 

② 長期補助金への対応 

事業の自立を促す意味で，あるいは補助効果の検証を行い見直しを行う

契機を設ける意味で，補助金の終期設定を行うことを基本とし，また併せ

て第三者機関を設けてチェックすることが必要 

③ 補助の手法の見直し 

補助金交付の趣旨は理解できるが，補助対象の考え方や仕組みに疑問を

感じるものがあるので，手法を見直し，より効果があるものにすること 

④ 公募制の拡大 

一定の要件を満たす事業主体へ補助金を交付する制度的な補助金につ

いては，公平性を担保する観点から，要件に合致するものが等しく補助を

受けられる機会を確保する必要がある。行政の透明性の確保という面から

も，公募制の積極的採用の検討が必要 

⑤ 少額零細補助の原則廃止 

補助対象事業の規模からみて実施にとって不可欠ではないような少額

補助金や全市的組織を介して，その下部組織に少額ずつ配分されている補

助金は，事務の効率化，補助の効率・重点化の視点から原則廃止の判断が

必要 

⑥ 補助対象団体の自立の促進及び受益者の適正負担 

   補助対象団体の自立促進の仕組みや受益者適正負担の制度化が必要 
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２ 提言を受けての福岡市の取組みとその監査 

福岡市から説明を受けた１６年委員会提言を受けての取組みの要約は前記のとおり

であるが，委員会６項目提案に関する福岡市の対応・取組みについての監査結果の概要

は，以下のとおりである。その詳細は各論の各補助金に関して述べている。 

 

①「さらなる情報公開」について 

福岡市のホームページに補助金一覧表が掲載されているが，外郭団体等及び建

設費に対する補助金が掲載されていないので十分でない。 

１６年委員会提言において，「交付要綱が定められていない補助金がきわめて多

い点が問題である」（補助金審査結果の総括(5)）と指摘され，これを受けて補助

金のほぼ全部について交付要綱が定められた点は評価できる。 

しかし，要綱を内部事務規定と考えるためか，大部分の交付要綱はホームペー

ジに掲載されていない。少なくとも，公募制の補助金については，市民に等しく

補助金申請の機会を与えるために，その要件や応募期間等が分かる交付要綱を作

成のうえ掲載・広報すべきである。 

 

☞意見１ 

☆ 補助金について，市民に広報されている情報量は極めて少ない。 

補助金の全貌を市民に広報するためには，少なくとも，外郭団体や

建設費に対する補助金に関する情報もホームページに掲載するべきで

ある。 

☞意見２ 

☆ 補助金執行の実情を知るためには交付要綱を読むことが必要である

から，交付要綱もホームページに掲載するべきである。少なくとも，

公募制の補助金については，市民に等しく補助金申請の機会を与える

ために要件や応募期間等が分かる交付要綱・要領と同等の情報を広報

すべきである。 

 

     

 

    福岡市は，平成２０年度から「事業仕分け」を実施しており，これにより，対

象事業に関する補助金の第三者機関によるチェックが行われている。 

しかし，平成２３年度時点で経過年数が１０年以下の補助金は９７件（平成２

３年度に新設された１２補助金を除く。）であるが，それ以外の２２１件は１０年

を超えている。更に経過年数２０年を超える補助金が全体の半分を超える１８２

②「長期補助金への対応」について 
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件もあり，内１５３件は経過年数３０年を超えている。なお，経過年数を把握し

ておらず「不明」「○年以上」とする補助金が４件（日本国際連合協会交流啓発事

業補助金，保育所職員同和研修補助金，諸学会補助金，福岡市社会福祉協議会運

営費・事業費補助金）あった。 

    また提言では「補助の終期設定を行うことを基本とすべきではないか」と提案

されていた。しかし，市民団体の自発的な環境保全活動を補助する「福岡市エコ

発する事業補助金交付要綱」が補助期間を原則３年以内と規定している以外，新

たに作成された補助金交付要綱においても，終期設定が規定された要綱は見受け

られなかった。 

    なお，長期補助金の既得権化等の弊害は一般的に指摘されることであるが，し

かし，長期補助金であっても，継続して補助することに「公益上の必要性」が認

められる補助金もあるので，これについては後述する。 

 

☞意見３ 

☆ 補助の終期設定の原則化のため，補助金交付要綱・要領には補助の

終期設定を規定すべきである。この進捗がないときには，補助金交付

規則に，交付要綱・要領に終期設定規定を義務付ける規定を新設する

などの対応を検討すべきである。 

 

③「補助の手法の見直し」について 

補助の目的から離れた協議会の飲食費等を対象経費から除外することについて

は一定の改善が認められた。 

    しかし，対象事業を“福岡市医療福祉行政推進協力事業”としながら，対象経

費として“交付先団体の人件費等の運営費”を認めている「医療福祉行政推進協

力事業補助金（三師会協力金）」など「補助対象の考え方・仕組み」が不明確なま

ま改善されていない補助金が見受けられた。なお，同補助金交付要綱は１６年委

員会提言後に作成されたものであるが，提言に対応しない内容になっている。 

 

１６年委員会提言：第３ 補助金審査結果の「２ 行政分野別意見」 

ウ．保健・衛生 

  保健・衛生関係も２０年以上経過している補助金が多い。交付要綱の

定めのない補助金は，団体の運営費まで補助対象としているものが大半

である。 

  さらに，補助によって維持されていると思われる団体の中には，当初
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のその設立の役割を終え，再編が望ましいと思われるものもある。時代

の変化に対応した見直しを団体が自主的に進めることを補助金が阻害

することがあってはならないものと考えられる。 

  補助要件，補助対象範囲，補助額・補助率等を明確にし，交付要綱を

定める必要がある。特に，医師会等経営基盤が安定している交付団体に

ついては，当該団体の収支状況等も考慮した内容にすべきと考える。 

  また，事務費のみの補助金や補助割合が３％と低率の補助金が見られ

る。補助の必要性が希薄と思われ，見直しの必要がある。 

  

    「福岡市保育協会補助金（一般）」については，“運営費補助”を受けている福

岡市保育協会が，各保育所に対する“職員処遇改善費等の補助金”の分配を行っ

ている。補助金の交付先団体（すなわち審査対象団体）に再分配を委ねる手法は

疑問であるから「仕組み」の改善が必要である。 

また，自治協議会に対する「活力あるまちづくり支援事業補助金」と区レベル

各種団体に対する「地域振興補助金」との関係及び自治協議会とその構成団体と

の関係については，制度の過渡期であることから市の担当職員においてもその関

係が十分に整理されていないように思われたので，「補助の仕組み」についての再

検討が必要と思われる。 

上記補助金を含めて，本問題に対する具体的な意見は，報告書の各論における

個別補助金の具体的検討で述べているので，お読みいただきたい。 

 

④「公募制の拡大」について 

１６年委員会提言において，行政の透明性及び公平性の確保の観点から公募制

の積極的採用の検討を提案されていた。 

しかし，「公募制の拡大」に対する対応，改善が最も遅れている。 

    倒壊の危険性が顕著な危険ブロック塀等の除却後の生垣化を推進するための

「危険ブロック塀等生垣化助成補助金」などは，奨励・危険物除去のためには積

極的広報が必要不可欠であるのに，ホームページの掲載もない。また，緑化推進

のための「緑化（屋上・壁面）対策事業補助金」や市民団体の環境保全活動を奨

励する「エコ発する事業補助金」，福岡市中小企業振興条例・規則に基づく協同組

合結成奨励を目的とした「高度化促進補助金（組織化）」などはホームページでの

広報はされているが，それに止まっているため補助申請件数が停滞している。公

益推進・奨励を目的とする公募制補助金は，その目的達成のために，更なる積極

的広報に努めるべきである。 

また，補助の趣旨・目的から公募制の補助金であるべきであるのに，提言を受
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けて作成された交付要綱においても，公募制が配慮・明記されている要綱は少な

く，逆に，交付先を特定している交付要綱も多数あった。 

補助金は，特定事業に対する補助により，特定事業の普及，事業成果の早期達

成を目的とするものであるから，多数の事業団体等が補助金交付申請をなし，競

合することによって，奨励効果の広がりや成果の達成を早めることが必要である。

また，公募制であるにもかかわらず，特定団体等への補助金として継続している

補助金もある。このような補助金交付は，公平性に反するだけでなく，補助対象

の事業成果を早期に完成できる能力がある団体等に補助を受ける機会を失わせ，

市民の福利享受を遅滞させる弊害もあるので，早期改善が必要である。 

公募制補助金の広報の改善については，既に「☞意見２」で述べたが，重要な

ので重ねて意見を述べる。 

 

☞意見４ 

☆ 公募制の広報は，補助金の公平性及び公益的事業の奨励や公益目的達

成のために極めて重要であるから，公募制補助金については，格段の改

善をして，積極的広報に努めることが必要である。 

 

☞指摘１ 

★ 公募制の補助金については，補助金交付要綱上も公募制であることを

明記すべきである。また，補助の趣旨・目的から公募制であるべき補助

金の交付要綱が，特定団体に対するものとして規定されている要綱は，

直ちに改正・改善の必要がある。 

 

⑤「少額零細補助の原則廃止」について 

１６年委員会の提案にもかからず，展示会等に対する文化振興のための一律

８万円の補助金や１クラブ当たり年額５万７０００円（月額４７５０円）の「単

位老人クラブ活動助成補助金」などの少額補助や，「九州一周駅伝競走大会補助

金」等のように，寡少の補助率であり，大会の実施にとって必要不可欠とは思

えない補助金も継続されていた。 

高齢者に対する心配りや各種イベントに対する市の応援の姿勢は，補助金で

はなく協賛等の別の方法を検討すべきである。 

これらについても，具体的な意見は各論で述べる。 

 

⑥「補助対象団体の自立の促進及び受益者の適正負担」について 
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補助金とは「特定の事業，研究等を育成，助長するために地方公共団体が，

公益上必要があると認めた場合に，対価なくして支出するものである」から，

特定の事業，研究は，相当の助成期間経過後には，事業の自立，研究の完成を

果たすべきである。ところが，１６年委員会提言が指摘しているように「補助

金が長期化すると，どうしても市からの補助金は当たり前になってしまい，こ

れを前提として事業計画も作られるようになってしまう」傾向がみられる。 

      補助金は事業の促進・助成であるから，交付先団体等においては相当な助成

期間中に事業を自立・完成させるべきであり，また，補助金は反対給付のない

無償譲渡であるから，行政においては相当期間を経過しても自立・完成できな

い事業への助成は廃止すべきということになる。 

      例えば，福岡市観光土産品協会に対する観光サービス対策事業補助金は補助

開始から３５年が経過しており，ここ数年間の補助金額は２７万１０００円で

あるところ，同協会は２６会員を擁しているのであるから，現状の月額２００

０円の会費を１０００円だけ増額すれば補助金額に見合うのであるから，この

ような補助金を継続することには疑問がある。 

 

第３節 監査対象とした補助金 

 

監査の対象とした補助金は，平成２２年度の補助金３２０件（外郭団体に対する補助

金及び建設費に対する補助金を除く）のうち，平成２３年度に廃止された２０件を除

く，全３００件である。 

そのうち，１６年委員会提言において指摘，意見が付された個別補助金は全件を対

象補助金とし，これに加えて，１６年委員会委員の参考意見が付された補助金や過去

の包括外部監査等で言及された補助金，また全３００件についての「補助金調査表」

による照会及び提出を受けた「交付要綱」で問題があると思われた補助金を個別に検

討した。また，改善が認められた補助金等については，本文でその旨を記載し，「意見」

としては記載していない。 

 

第２章 監査の視点 
第１節 補助金の意義 
１ 補助金の意義 

地方自治法２３２条の２が「普通地方公共団体は，その公益上必要がある場合におい

ては，寄附又は補助をすることができる」と定めているとおり，補助金は地方公共団体

が民間の諸団体に対価の約束なく交付する任意・無償の交付金であって，寄付に類する

ものである。 
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地方自治法がこのような「寄附又は補助金」の交付を認めているのは，地方公共団体

が，企業等の民間団体と異なり，地方公共団体・行政の目的が，営利ではなく，現在及

び将来の地域住民・市民の福利・福祉の充実にあるからである。 
地方公共団体・行政に期待されている役割・機能は，出産，保育，教育，就労，老後

や病気等で生活に支障が生じたときの治療や生活の保障，社会的弱者の保護，生活や産

業のための食材の確保・流通，地域の道路・港湾・空港・地下鉄等の交通，上下水道の

整備等々の必須の事業に止まらず，伝統文化や技術の保護，より快適な生活をおくるた

めの住環境の整備や文化・スポーツ等の振興，将来に向かっての産業振興のための投資

等々，現在の市民だけでなく，将来の市民も含めての生活・人生のすべて全般に関わる

ものである。 
地方公共団体が現在及び将来の市民の生活・人生の全般にわたる福利・福祉の充実を

実現するについて，「補助金」は有効な手段のひとつである。 
  成果が確実でない技術や産業の開発・研究は，結果実現の約束を前提とし，結果実現

の対価として金員を交付する「契約」にはそぐわない。社会的弱者や伝統文化・技術の

保護も，地方公共団体自身の政策・施策として実現する場合もあるが，それを実行して

いる団体や個人に実現の努力を委ねるほうが，より効率的，より適切な結果が得られる

場合もある。また，保護の対象・内容・期限等が限定的なときには，行政自身の施策と

して実行するよりも，その当事者や保護事業に携わる民間団体等を援助して実現するほ

うが，きめ細かく，かつ早期に実現できる場面もある。 
このような特定事業の育成，奨励，保護を実現するために補助金を交付することの適

正さは，まさに市民の合意・了解に根拠を置くべきであり，これこそが「自治」である。 
 

２ 補助金の問題点 
しかし，「補助金」の問題点もある。 

  地方公共団体自身の政策・施策でもなく，契約に基づくものでもないため，予算とし

て一括して議会に提案，審議されることで，議会・市民にとって見えづらい点がある。

そのため，交付開始当初は必要，適正であった補助金も，その後の状況の変化や交付先

団体の努力不足により必要性や適正さを失う場合があるにもかかわらず，補助金の交付

が漫然と継続され，交付先団体も補助金交付があることを前提とした運営を継続して，

補助金が既得権化するという弊害もある。 
そのような弊害が生ずると，真に補助が必要な事業が補助・助成を受ける機会を失い，

市民が得られたであろう成果を得られないままに推移し，また保護・育成できた文化や

技術が失われ，社会的弱者が救済されないまま苦労を続けるという，市民の福利・福祉

にとって不幸な事態が生ずることになる。 
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 ３ 補助金の交付・執行の検証・検討 
したがって，補助金の交付・執行は，慎重に審査・判断をし，絶えずチェックして，

見直すことが必要である。 
  福岡市補助金交付規則第３条が定めるように，補助金の執行は「補助金が市税その他

の貴重な財源でまかなわれるものであることに特に留意し，補助金の交付の目的に従っ

て公正かつ効率的に行われなければならない」。それゆえに，地方自治法が定めるよう

に，補助金の交付のためには，当該事業を助成することについての「公益上の必要」の

有無を交付開始時だけでなく，その後も継続的にチェックしていく必要がある。 
  しかし，「公益上の必要」は単一，明瞭なものではなく，また「公益上の必要」が認め

られるとしても，市の財政状況からの優先順位や補助金額を検討することも必要である。

社会には，「公益上の必要」のために補助を必要とする多数の事業・研究がある。しか

し，市の貴重な財源は無限になく有限であるから，当該事業が地方公共団体の補助に真

に値するか否かは，継続的に慎重に審査することが必要である。 
それゆえ，所管局においても，自局の補助金だけでなく，他局を含めた補助金全体を

視野に入れて広く検討することが必要である。 
  そこで，本監査においては，対象補助金の適正さを一律，機械的に判断するのではな

く，「公益上の必要」を分析して，多面的な視点から対象補助金の適正さを検討監査す

ることにした。 
 
第２節 監査の視点 
 

特定の事業活動への補助が公益上必要であるかの判断基準について，安本典夫教授は

次のように述べられている（判例時報１４３３号）。 
 

補助金は，一般的には公財政資金の負担を伴い，受ける者とそうでない者と

の公平が問題となり，しかも私企業の自己責任にもとづく公正かつ自由な競争

秩序と何らかの程度において対立関係に立つ。したがって，そのような犠牲を

償うに足りるものでなければならない。このような視点からは，特定の事業活

動への補助が公益上必要であるかの判断基準として，さしあたり次のようなも

のが考えられよう。 
 ① 補助金支出の目的，趣旨 
② 他の行政支出目的との関連での当該補助金の目的の重要性・緊急性 
③ 補助が公益目的に適切かつ有効な効果を期待できるか 
④ 補助金を受ける個人または団体の性格（団体の場合には，目的・構成員・

役員等の状況），活動状況 
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⑤ 他の用途に流用される危険がないか 
⑥ 支出手続，事後の検査体制等がきちんとしているか 
⑦ 目的違反，動機の不正，平等原則違反，比例原則（当該目的と補助の程度，

補助を受けた者に期待する行動と補助の程度）違反など裁量権の濫用・逸

脱にならないか 
 

本監査は，安本教授の基準のほか，１６年委員会提言及び全国のこれまでの包括外部

監査報告書などを参考にして，「公益上の必要性」と「手続等の適正さ」について検討

したので，以下にその要旨を述べる。 
 
第３章 監査の視点からの全体的意見 
 

地方公共団体・行政の目的は，現在及び将来の市民の福祉の向上を図るものであるた

め，補助金の交付目的も一律・単一でなく，種々多彩な目的に基づいている。 
それゆえ監査にあたっては，補助対象事業の目的・趣旨を特定して，それが「公益上

の必要性」を満たすか否かを以下のような多面的視点から慎重に検討し，また「公益上

の必要性」が認められたとしても，補助対象経費が対象事業実施のために必要な経費と

して補助の対象として相当か，また手続が適正になされているかを検討した。 
 

第１節 補助対象事業及び対象経費 
１ 交付要綱の整備 
  補助金は，「公益上の必要性」に基づき，「特定事業」に対し，市の貴重な財源を対価

なく無償で交付するものであるから，厳格な検討をして交付を開始する必要があるし，

交付開始後も事業の成果や補助金の使途についてチェック・検証をする必要がある。 
  厳格な検討，検証をするためには，補助の対象事業及び対象経費が特定されていなけ

ればならないから，その意味からも各補助金について，「交付要綱」を作成・整備する

ことが必要である。 
  福岡市においては，１６年委員会提言を受けて，直ちに，交付要綱が作成された。本

監査時点においては，「国連ハビタット福岡事務所支援事業補助金」及び「学校体育振

興費補助金（全国選抜高校テニス大会）」以外の全部の補助金について交付要綱が作成

されていた。 
なお，農林水産局においては，昭和６２年に作成された「福岡市農林水産業振興補助

金交付要綱」に基づいて複数の補助金を交付していたところ，同提言を受けて，同要綱

に基づく補助金の全部について，要綱の各論・細目としての「補助金交付要領
、、

」を作成

されていた。 
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しかし，交付要綱は作成されたものの，その内容が不十分な要綱が見受けられた。 
既述のとおり，終期設定が規定された要綱はなかったし，補助の趣旨からは公募制で

あるはずなのに，公募制の規定を欠くだけでなく，特定団体に対する補助要綱になって

しまっている要綱があった。それに加えて，補助対象事業や対象経費が曖昧で特定され

ていない要綱など改正・改善が必要な要綱が見受けられた。 
交付要綱・要領は，補助金執行の審査・チェックの基準となるものであるから，その

規定の整備が必要である。具体的には各論で述べる。 
 
２ 「委託費」や「負担金」への変更の検討 

対象事業のなかには，市自身の事業と思えるものも見受けられた。このような事業に

ついては，補助金ではなく，委託契約を締結して「委託事業」として実施する方法も検

討する必要がある。同様に，市自身も会員となっている協議会等に対する補助金も長期

化する傾向にあるので，協定書・覚書を締結して必要費用を分担する「負担金」として

支出する方法を検討すべきである。 
例えば，「ごみ収集補助金」は，家庭ごみ収集という行政サービスを受けることがで

きない併用世帯（事務所・店舗と居宅が一体化している世帯）に対し，公平性を確保す

るために，福岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例施行規則において，併用世

帯の事業系ごみ定期搬出手数料を月額１０００円減額する旨定め，減額された手数料し

か請求できない業者に対して，その減額分を補填するための補助金である。しかし，そ

の補助の趣旨は，廃棄物収集運搬許可業者に対する補助というよりも，併用世帯に対す

る公平な行政サービス提供のための補助であり，既に３７年が経過しているとおり，補

助開始当初から継続が予想された補助金である。併用世帯のごみ収集，それ自体は市の

事業とは言い難いので，これを市の業者に対する委託事業とすることはできないかもし

れないが，同補助金の趣旨が，併用世帯に対する公平な行政サービス提供のために，条

例施行規則をもって，廃棄物収集運搬許可業者に対して併用世帯への請求を月額１００

０円減額する協力を求めるものであることを考慮すれば，本補助金交付を「併用世帯へ

の行政サービス提供を目的とした市と廃棄物収集運搬業者との共同事業」と解すること

も十分に可能である。 
委託費は契約に基づく，負担金は法令や契約・覚書等に基づく経費としての支出であ

るから，不必要な長期補助金を見直すためにも，長期継続しており，今後の継続の必要

性も予想される補助金については，「負担金」あるいは「業務委託費」として見直すこ

とを検討すべきである。そして，「委託費」や「負担金」への変更ができない長期補助

金については，廃止を検討すべきことになる。 
なお，補助金が，市の義務としてではなく，特定事業の奨励・育成等のために交付さ

れるものであるのに対し，負担金は，「共同責任等の観点から」「いわば割り勘的に当然

－ 16 －



の義務として負担する」ものである。したがって，負担金の交付先は，市と対等の団体

である必要はなく，民間団体一般を交付先とすることに問題はない。 
 

☞意見５ 
☆ 補助の対象事業が市の事業と考えられるもの，また，対象事業による市への

一定の利益と責任が認められるものについては，「委託費」「負担金」への見直

しを検討すべきである。 
 
３ 対象事業及び対象経費の特定・明確化 
ア 要綱において補助対象事業が特定されておらず，そのため対象経費も曖昧で，補助金

執行自体の適正さに疑問を感じるものもあった。 
  例えば，福岡市漁業協同組合に対する「漁協経営基盤強化対策事業（漁家経営等指導）

補助金」は，交付要領第２条において，補助対象事業を「漁家経営等指導
、、

」（同条(1)）

及び「これ以外で
、、、、、

組合が実施する漁家経営を指導
、、

し，漁協の経営基盤を強化するために

必要な事業
、、

」（同条(2)）と規定しているが，その具体的な指導及び事業の内容は不明・

曖昧であり，(1)と(2)の事業の区別も判然としない。それゆえ，補助対象経費について

も，第３条が「漁家経営の強化を図るための指導に必要な経費とする。ただし，事務所

の維持費等の組合の経常的な活動に要する経費は補助の対象としない。」と規定してい

るが，実際には，指導担当役員人件費に対する補助がなされており，「指導・事業」の

具体的内容及び対象経費の範囲・適正さが不明・曖昧である。 
補助の対象は，交付先が実施する特定事業であって，交付先の運営全般を補助対象と

するものではないから，補助対象事業の特定，支出の目的・趣旨，対象経費は厳密・明

確に規定して，執行する必要がある。 
また，「受注促進補助金（機械金属工業振興事業）交付要綱」においては，第２条で

対象事業を「本市中小製造業者の『販路の拡大』，『新製品の開発』を目的として実施す

る事業」としながら，第３条別表では「労務厚生事業」を対象事業とし，そのための「企

画会議費」を対象経費としているが，「労務厚生事業」が「販路拡大」「新製品の開発」

とどう結びつくのか不明であるので，このような要綱は整理することが必要である。 
イ また，支出の抽象的な目的・趣旨は理解できても，１単位老人クラブに対し年額５万

７０００円（月額４８００円）を補助している「単位老人クラブ活動助成補助金」のよ

うに，その対象事業が特定されていないために，使途が曖昧なままに費消されている補

助金もある。なお，１クラブ年額５万７０００円であるが，平成２２年実績では，交付

先は９０６クラブであり，交付総額は５２１８万円である。 
ウ さらに，対象事業が特定されれば，連動して対象経費が特定されるものではない。 

対象事業実施のために必要な経費は団体運営費を含めて多種・多数の経費があるが，
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補助金はその全部を補助するものではない。 
市の施策を実現するために，協議会を立上げたり，また民間団体に協力を要請したり

する場合には，民間団体は，その立上げ，実施等のために新たな費用を負担することに

なるから，対象経費も広く認める余地がある。しかし，既存の民間団体が既に実施して

いる事業を補助する場合には，当該民間団体の運営費等は対象経費から除外し，民間団

体の受益者負担も考慮して，当該事業実施のための直接経費，事業と密接な関係にある

経費，補助の必要性・効果が認められる経費に限定すべきである。 
補助率（対象事業の全経費額に占める補助金額の割合）が３０％であるとしても，補

助金が公金の無償譲渡であることを考慮すれば，事業実施のための必要経費全部を対象

経費とするのではなく，前記の視点から，対象経費と対象外経費の区分を検討して，対

象経費を明確にすべきである。そうしなければ，予算の範囲で漫然と補助金交付を継続

することなり，補助金の適正な執行・チェックは保たれない。 
 

☞意見６ 

☆ 補助金交付については，対象事業及び対象経費を，概括的でなく具体的に，

特定し，これを要綱等に明記すべきである。 
 
４ 類似補助金の整理統合 
  スポーツ・文化振興に関する補助金などについては，個別の競技・イベントごとに交

付要綱が作成されている傾向がみられた。 
  しかし，競技種目やイベントは，補助を受けていないものもあるし，新規に実施され

るものもあるから，このような補助金については，新規の補助申請の機会を与えて公平

性を確保するためにも，交付要綱を整理統合して一本化するべきである。 
 
５ 飲食費・旅費 

１６年委員会提言においても「補助の趣旨目的とは縁遠い団体の交際費や飲食費，旅

費などが補助金によってまかなわれているケースが見られる。」と指摘されていた。 
  補助金は特定事業に対する補助であるから，補助対象経費は対象事業の実施に必要な

経費に限られるべきであるが，しかし，必要な経費のすべてを補助対象経費とするべき

ではない。 
既存の団体等が既に実施している事業については，交付先団体等の運営費や交際費は

対象経費とするべきではないし，また，協議会の会議費における飲食費等も漫然と対象

経費と認めるべきでない。さらに，交付先団体も事業の実施主体として一定の事業経費

は負担すべきであるから，補助対象経費は，事業実施と密接な関係がある，補助の必要

性が高い経費に限定されるべきである。 
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  福岡市においては，提言を受けて，多くの補助金において要綱上も実施上も，会議等

の弁当代を対象外経費とすることに改善されている。しかし，補助金のなかには，未だ

に弁当代のみならず料亭での飲食費やタクシー代までも，会議費や交通費として対象経

費としているものがあったし，また，茶菓代については，多くの補助金において，これ

を対象経費として認める運用がなされていた。 
しかし，円滑な会議・協議のために茶菓等が必要であっても，自主的・自発的な会議・

協議であれば，少額の茶菓代は交付先団体の自己負担とすることを原則として，対象外

経費とすべきである。 
  それゆえ，福岡県留学生会が開催する留学生の新入生歓迎会や見学旅行に対する補助

のように，留学生の親睦・交流を深めること自体が，補助の目的・対象事業である場合

や市が対象団体に呼び掛けて会議・協議を要請する場合には，飲食費や交通費等も対象

経費として認めることができるし，また青少年スポーツ大会開催補助金等においてボラ

ンティアの審判員に提供する弁当や茶菓代等も，対象事業と密接な関係がある必要性が

高い経費といえるから，このような場合には，相当な茶菓・飲食代を対象経費とするこ

とに問題はないと思われる。 
  しかし，これを超えて，対象事業との密接な関係，補助の必要性が認められず，交付

先団体等の自己負担が相当と思われる経費（飲食費，旅費等）は，対象経費から除外し

て「対象外経費」とするべきである。 
  また，実績報告書中の割高・不相当な金額の会議費の審査については，会議費の明細

及び領収書の提出を求めるべきである。 
 
６ 派遣職員人件費 
ア 平成１４年に施行された「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法

律」（以下「派遣法」という。）は，第２条で「任命権者は，（派遣先の）業務の全部又

は一部が当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであり，かつ，当

該地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であるものと

して条例で定めるものとの間の取決めに基づき，当該公益的法人等の業務にその役職員

として専ら従事させるため，条例で定めるところにより，職員を派遣することができ

る。」と規定し，第６条第１項で「派遣職員には，その派遣の期間中，給与を支給しな

い。」と定め，派遣職員の給与については派遣先が支払うことを原則としている。 
  そして，第６条第２項は，一定の要件を満たす場合（派遣職員が派遣先において従事

する業務が，地方公共団体の委託を受けて行う業務，地方公共団体と共同して行う業務

又は地方公共団体の事務・事業を補完・支援すると認められる業務であって，その実施

により地方公共団体の事務・事業の効率的・効果的な実施が図られると認められる場合

又はこれらの業務が派遣先団体の主たる業務である場合）には，例外的に派遣元である
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地方公共団体が派遣職員の給与を支給することを認めている。 
  派遣法を受けて，本市は「公益的法人等への福岡市職員の派遣等に関する条例」を制

定し，第４条で「派遣職員のうち派遣法第６条第２項に規定する業務に従事するものに

は，その職員派遣の期間中，給料，扶養手当，地域手当，住居手当及び期末手当のそれ

ぞれ１００分の１００以内を支給することができる。」と定めている。 
イ それゆえ，地方公共団体が派遣職員の給与を支給・負担することができるのは派遣法

第６条第２項の要件を満たす場合に限られるのであって，同項の要件を満たさない派遣

職員の給与は派遣先団体が支給・負担すべきであり，派遣元である地方公共団体が支

給・負担することは同法に抵触することになる。 
  したがって，地方公共団体が，派遣職員の給与を補助金の名目で支出することは，派

遣法第６条第１項，第２項を潜脱する違法なものとなり（大阪高裁平成２１年１１月２

７日判決），地方公共団体が派遣職員の給与を支給・負担できるのは，同法２項に基づ

く直接支給の場合に限られることになる。 
ウ 福岡市においては，派遣職員の給与を補助金名目で支出している例は見受けられなか

った。 
「福岡貿易会補助金」については，従前は派遣職員の人件費を補助金の対象経費にし

ていたが，平成２３年度から，市からの直接支給に変更改善されていた。また，「福岡

市シルバー人材センター運営費補助金」や「福岡市社会福祉協議会運営費・事業費補助

金」の交付要綱には，派遣職員の人件費が補助対象外経費であることが明記されていた。 
 

７ 対象経費中の消費税相当額の控除 
ア 農林水産局所管の福岡市農林水産業振興補助金交付要綱第６条第３項及び中央卸売市

場補助金交付要綱第５条第３項には次の同文の規定がある。 
 

申請者は，規則第４条に定める申請書を提出するに当って，当該補助金に

係る仕入れに係る消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税に相当する額のうち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す

る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり，かつ，その

金額が明らかな場合には，これを減額して申請しなければならない。但し，

申請時において当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場

合についてはこの限りでない。 
 
これは，次の福岡県農政部農業振興課長に宛てた九州農政局生産経営流通部農産課長
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の平成１９年１２月１１日付事務連絡「強い農業づくり交付金等における消費税相当額

の取扱いの徹底について」に基づくものである。 
  

 補助事業等における消費税相当額の取扱いについては，「補助事業等におけ

る消費税相当額の取扱いについて」（平成５年３月１９日付け５経第３１１号

農林水産事務次官依命通知）及び各事業制度ごとの補助金交付要綱等により

指導しているところである。 
 しかし，本年の会計実地検査報告において，補助事業等により事業を実施

した任意組合（生産組合等）の構成員が課税事業者として確定申告を行い，

当該補助金等にかかる消費税仕入控除税額（以下「消費税相当額」という。）

が明らかになり，還付を受けていたにもかかわらず，「消費税相当額」を返還

していない新たな事案が確認され，不当事項として指摘を受けたところであ

る。また，任意組合以外の事業実施主体も同様の指摘を受けており，過去に

も当該事案が繰り返し発生しているところである。 
 こうしたことを踏まえ，今後，このような事態が生じることがないよう，

貴局管内都府県に対して下記のとおり，指導の徹底方よろしくお願いする。 
記 

１ 基本的な考え方 
（１）補助金等の交付決定の段階で「消費税相当額」が明らかな場合には，

この「消費税相当額」を除いた額について交付決定を行う。 
（２）補助事業等の実績報告の段階で「消費税相当額」が明らかになる場合

には，精算条項を付した上で「消費税相当額」を含めて補助金等の交付

決定を行うが，実績報告及び補助金等の額の確定は，この「消費税相当

額」を除いた額について行う。 
（３）補助金等の確定後，消費税の申告により「消費税相当額」が明らかに

なった場合には，その金額を速やかに地方農政局長等に報告するととも

に，地方農政局長等の返還命令を受けてこれを返還する。 
   事業実施主体が任意組合の場合，当該組合が消費税の免税事業者であ

っても，その構成員が消費税の課税事業者となり，持ち分等に応じて「消

費税相当額」が明らかになり還付を受ける場合がある。このように，任

意組合の構成員が確定申告により，「消費税相当額」が明らかになった場

合は，民法上の規定により，構成員の確定申告について任意組合が行っ

たものとして，上記に従い処理する必要がある。 
 
イ このような国の指導に基づく「消費税相当額」控除の補助金交付要綱を定めて，これ
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を実施しているのは農林水産局だけであり，他の局は要綱上も規定がなく実施もしてい

ないのが実情である。 
確かに，国又は市から補助金交付を受けながら，他方でその対象経費中の「消費税相

当額」の還付を受けることは，補助と還付の二重の補助になってしまうから，この観点

からは，農林水産局以外も「消費税相当額」の控除は実施すべきである。しかし，これ

を実施している農林水産局においては，「消費税相当額」の確定について，相当な時間

と労力を必要とするとのことであった。 
監査人においては，①「消費税相当額」の控除を必要とする趣旨が，補助金交付と消

費税の還付の「二重の補助・支給」の防止であるならば，確定申告における消費税還付

の有無を調査し，還付を受けている場合に限定して補助金から「消費税相当額」の返還

を求め，還付を受けていない場合には返還等の処理はしないということも可能と考える。 
また，② 例えば，対象経費に対する補助率が対象経費の５０％以下と低率である場

合には，消費税率は仕入額の５％であるから，補助率が５０％以下の補助金についてま

で，果たして厳密に消費税額を確定して補助率を乗じて「消費税相当額」を確定する必

要があるか疑問である。このように補助率が低い補助金については，補助金額確定の際

に「消費税相当額」を考慮済みとして，消費税の還付を受けた場合においても，返還等

の処理を不要とすることができないかと考える。 
しかし，この問題は，公益法人等に対する消費税非課税制度と補助金の適正執行との

整合性・調整の問題であり，国の補助金との統一性も保つ必要があるので，継続して総

合的な検討が必要と思われる。 
 

第２節 対象事業の公益性及び公平性 
１ 対象事業の公益性 

補助対象事業の特定はされていても，それが果たして市民の福祉向上に有益であるか，

特定の団体の利益に供していないか，公益性及び公平性の検討が必要である。 
“市議会議員の健康診断事業”を補助する「議会互助会補助金」については，果たし

て，公益性・公平性また必要性が認められるか疑問である。 
また，“せいもん払いの実施（チラシ等の売出費）等”を対象事業としている「共同

事業促進補助金（福岡市商店街百貨店量販店連盟補助金）」については，小売業の発展・

振興を図るという意味においては公益性が認められるものの，一過性の販売イベントの

公益性・必要性の程度や公平性については，なお検討が必要である。 
このように，個別の各補助金の公益性・公平性については，その趣旨・目的等からの

多面的な検討が必要であるから，具体的には各論で述べる。 
 

２ 公平性 
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対象事業には公益性が認められたとしても，次に，補助金の交付先を申請者に限定し

てよいかを，公平性の観点から検討する必要がある。 
  対象事業の実施者が申請者のみであれば，唯一の事業実施者である申請者を補助して

も問題はない。しかし，将来を含めて複数の実施者が存在する場合や同種事業が存在す

る場合には，補助を受ける者と受けない者との「公平」を保つことが必要である。 
  ところが，「☞意見４」「☞指摘１」で述べたように，対象事業及び補助の趣旨からす

れば，申請者・交付先以外にも当該事業の実施者が存在し，あるいは同種事業があると

思われるにもかかわらず，特定の団体や事業のみが継続して補助を受けている例がみら

れた。 
また，他の実施者や同種事業の存在が明らかであるのに，補助金交付要綱において，

補助金交付先を従前の交付先に限定している要綱もあった。 
  展示会やスポーツ，祭り等のイベント開催に対する補助については，現在の交付先以

外にもイベント等を開催している団体が存在することが明らかであるから，これまで申

請をしていなかった実施者・団体にも申請の機会を与えることが必要であるので，要綱

の改正のみに止まらず，当該事業が補助金申請をすることができる事業であることを広

く広報して公募することが必要である。 
  そして，複数の申請があった場合の交付先及び補助金額の決定については，財源・予

算を考慮しつつも，公平性を損なわず，且つ少額のバラマキ補助にならずに補助効果を

保つような決定をすることが必要である。 
   
第３節 長期継続補助金への対応と条例化の検討 

補助開始後，長期経過している補助金については，補助開始当初の奨励期間を経過し

て，既に交付先団体の“本来事業”になっていると思われる事業を継続して補助してい

るものや，また，既述のように，補助の目的・趣旨からは公募が当然であるのに，要綱

上も実施上も，特定団体を交付先と前提としていると思われるものも見受けられた。 
  補助金は予算として一括して提案，審議されるし，また補助金交付要綱も議会の承認

を経ずに制定される。そのため，長期補助金については，既得権化の弊害等があり，事

業の自立促進，補助効果の検証等の見直しが必要である。 
一般的には上記のとおりであるが，しかし，補助金のなかには，児童福祉施設等を運

営する社会福祉法人に対する助成や緑地等の自然の保護のように継続して助成，補助す

ることが必要な補助金もある。 
このような長期継続補助の必要が予定される補助金については，前記補助金が，「社

会福祉法人の助成に関する条例」や「福岡市緑地保全と緑化推進に関する条例」に基づ

いて継続的補助をしているように，議会に長期継続補助の必要性を説明して，議会の承

認を経た条例に基づいて継続補助をするべきである。 
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そして，議会の承認を得られなかった補助金や条例化できる見込みがない補助金につ

いては，廃止を検討すべきである。 
なお，既述のとおり，長期補助金中，対象事業による市への一定の利益と責任が認め

られるものについては「委託費」「負担金」への見直しを検討し，見直しができないも

のについては廃止を検討すべきである。 
 

☞意見７ 

☆ 長期継続補助金については，既得権化の弊害等があることから，事業の自立

を促進，補助効果の検証等の見直しが必要であり，定期的な検証を実施すべき

である。なお，補助金交付の他に有効な施策がなく，公益性の観点から，やむ

を得ず今後も継続が必要と思われる補助金については，議会の承認を得て条例

を制定し，これに基づく補助金交付とするような手法を検討すべきである。 

 
第４節 公益目的達成にとっての有効性，適切性 

事業に公益性が認められるとしても市の財源は有限であるから，目的達成にとって有

効性が認められない補助は，原則として，補助の継続を見直す必要がある。とくに，長

期継続補助金については，その有効性や交付先団体の自立可能性についての検討が必要

である。 
  しかし，「伝統産業振興補助金」や「栽培漁業推進補助金」のように，その有効性，適

切性については疑問を感じるものの，その公益性は十分に考慮すべきと思われる補助金

もある。このような補助金については，まさに市民の判断を待つ必要があるから，補助

金の内容を積極的に広報して市民・議会のチェックを受けることが必要である。 
 
第５節 目的の重要性，必要性などの優先度 

文化やスポーツの振興補助金等には，事業自体の公益性は認められるが，市の財政状

況との相当性を考慮すると，果たして補助が必要か，重要か，疑問がある補助金もある。

例えば，１８万４０００円を交付する「九州一周駅伝競走大会補助金」の大会経費総額

は６９６４万円である。事業費に対する補助割合は約０.２％に過ぎず，他の市町村にお

いては補助をしていない状況を考慮すると，補助の必要性，重要性があるか疑問である。 
当該イベントを支援する市の姿勢は，補助金交付以外の方法で示すことが可能である

から，交付先の資金力等を考慮すると補助の必要性に疑問があるスポーツ大会や展示会

等に対する補助金は，積極的な見直しが必要である。 
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第６節 交付先団体の検討 
１ 交付先団体の補助金管理能力 

補助金は市の貴重な財源を交付するものであるから，補助金が，補助目的に従って，

補助対象経費に充てられるよう管理・運用されることが必要である。 
それゆえ，交付先団体は補助金の管理能力がある団体でなければならないから，開始

決定時には経理管理能力を確認する必要があるし，実績報告書を審査するときには併せ

て管理能力を検証することが必要である。 
とくに，協議会等の任意団体が交付先であるときには，補助金の管理担当者及びその

能力の確認が必要である。 
ところが，交付先である協議会等に経理管理能力がないために，補助金担当課におい

て補助金を管理している例もあった。しかし，担当課が自ら補助金申請，実績報告を行

い，補助金を管理し，しかもその審査もするというのでは，市としてのチェック機能は

働かず，実効性がない審査になる。したがって，公金である補助金を管理する能力を有

しない団体に対する補助はするべきでない。原則として，交付先団体は，団体としての

組織，多数決での運営決定など団体としての自立性が認められる「権利能力なき社団」

として評価されるだけの実質を備えた団体に限るべきである。 
 

２ 法人・新制度への対応 
公益法人については，平成２０年１２月から，「一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律（法人法）」，「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（認定法）」

及び「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律および公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（整備法）」に基

づく新制度が施行されており，旧来の民法上の「社団法人」及び「財団法人」は平成２

５年１１月末までに新制度への移行申請を行う必要があり，これを怠ると解散となる。 
  担当課においては，交付先に対して，新制度への移行を指導されていたが，交付先が

新制度のもとで公益認定が受けられず「一般法人」に移行するとき，また将来の申請者

が「一般法人」であるときは，交付先・申請者が「公益法人」の場合以上に，補助金交

付の公益性及び必要性を確認，検証すべきである。 
 
３ 間接補助について 

交付先が，交付先の構成員あるいは下部組織に補助金を分配し，申請や実績報告も交

付先が取り纏めている例もあった。 
しかも，既述の㈳福岡市保育協会のように，取り纏める交付先自身も別の補助金の交

付を受けている場合には，交付先が，補助金に関して，審査をする立場と審査を受ける

立場の二重の立場を有することになり，分配補助金の実績報告等に対する信頼ができな
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くなるから，このような分配方式は改善が必要である。 
 

☞意見８ 

☆ 実績報告審査の信頼確保のためには，直接補助を原則とすべきであり，事務

量等の関係で間接補助を適当とする場合も，交付先に対して分配基準や審査基

準を明確にした委託をすべきである。 
 
第７節 補助金交付申請及び実績報告書の審査 
  補助金は，交付申請（事業計画書添付）を受けて交付決定を行い（福岡市補助金交付

規則第４条ないし第９条），実績報告書の提出を受けて補助金額の決定及び補助金の交

付を行うものである（同規則第１５条ないし第２０条）。 
  したがって，交付申請及び実績報告の審査は，厳格・慎重に行う必要がある。 
 
１ 補助対象事業及び対象経費の厳格な確定 

「漁協経営基盤強化対策事業（漁家経営等指導）補助金」は，既述のとおり，補助対

象事業及び対象経費が曖昧なために，交付先である福岡市漁業協同組合の指導担当役員

の人件費の２分の１相当額を補助金として継続して交付している。 
  そのため，事業計画書及び実績報告書は，漁業協同組合の事業計画・実績報告そのも

のになっており，提出された補助金支出の帳票も，指導担当役員の給与支払明細表だけ

である。これでは，到底，厳格・慎重な審査といえないし，何より，本補助金が漁家経

営指導という事業の補助ではなく，漁業協同組合自体の運営費補助になってしまってい

ること自体に審査の不足が顕れている。 
  また，実績報告書の支出内訳において，対象経費と対象外経費を区別することなく記

載されている例が散見されたが，審査の厳格性・便宜性のうえからも区別して記載する

ように指導することが必要である。 
 

☞意見９ 

☆ 交付要綱においては，補助対象事業を明確に記載すべきである。そして，交

付先に対しては，収支・事業計画や実績報告書に，対象事業と対象外事業を区

別して記載することを指導・徹底すべきである。 
☞意見１０ 
☆ 交付要綱においては，対象事業に関する対象経費と対象外経費の区分を明記

すべきである。そして，交付先に対しては，収支・事業計画や実績報告書に対

象経費と対象外経費を区別して記載することを指導・徹底すべきである。 
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２ 補助金の適正支出の確認 
  実績報告の審査において，報告書記載の支出費目・金額のみを審査し，支出費目に対

応する領収書を確認していない例がみられたので，注意が必要である。 
  生垣設置の工事費等に対して補助する場合には，工事完成の確認だけでなく，工事費

の領収書の添付を求めるべきであり，また，通常よりも割高な金額の支出費目について

は，その明細及び領収書の提出を求めることが必要である。 
    

☞意見１１ 

☆ 工事費等の特定事業に対する補助や通常よりも割高な金額の支出費目につい

ては，その明細及び領収書の提出・確認が必要である。 
 
３ 交付先団体の繰越金等の確認 

補助金は公金の支出であるから，補助対象事業に「公益性」が認められたとしても，

重ねて「補助の必要性」の有無・程度を検討して，補助の可否及び補助金額（補助率）

を決める必要がある。 
これを判断するうえで，交付先団体の繰越金の有無，金額の多寡は重要である。 
しかし，交付決定及び実績報告の調査確認に際して，交付先団体の繰越金の有無を調

査・確認していない例もあったし，また確認しても補助対象事業に特定した繰越金の調

査・確認に止まる例も多かった。 
交付先団体の事業規模・会計規模が大きくて，これに占める補助対象事業の規模・事

業費が極めて小さいものである場合においても，交付先団体の事業全体に占める補助対

象事業の位置を知ることにより，補助の必要性・補助金額を審査・決定する資料となる

から，交付先団体の事業全体の内容，決算状況を調査・確認することは必要である。 
他方，交付先団体の事業・会計規模が大きくなく，これに占める補助対象事業の規模・

事業費が相当な割合であるときには，交付先団体の全体決算，繰越金の有無・金額を調

査・確認することは必要・不可欠である。補助金が流用されずに適正に対象経費に充当

されているかどうかのチェックだけでなく，補助の継続及び効果の検討や補助金額の増

減変更を検討するためにも，全体の決算状況を調査・確認する必要がある。そうである

にもかかわらず，対象事業の決算・繰越金のみの確認に止まっている例が多かった。 
また，交付先が協議会や協同組合の場合においても，補助の必要性や補助金額の確定

のためには，その構成各団体の事業全体の決算状況を調査・確認することが必要である。 
 

☞意見１２ 

☆ 交付先団体及びその構成団体の事業全体の決算状況及び繰越金の有無・金額
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は，補助の必要性及び補助金額の決定の重要な参考資料であるから，この調査・

確認を励行すべきである。 
 
４ 実績確認の時期 
ア 補助金は，年度当初に予算として計上し，その後，事業完了の実績報告書の提出を受

けて，これを調査確認し，適合すると認めたときは，補助金額を確定し，これを補助事

業者に通知して，確定額を交付する（福岡市補助金交付規則第１５条，第１７条）。 
  他方，地方自治法施行令は，歳出の会計年度所属について，「補助費の類で相手方の行

為の完了があった後支出するものは，当該行為の履行があった日
、、、、、、、、、、、、

の属する年度」と定め

られている（同施行令第１４３条第１項第４項）。 
「当該行為の履行があった日」とは，補助事業の実績報告書が提出され，その内容を

調査確認し，適合すると認めた日であるため，補助対象事業が単発でなく継続的な事業

の場合には，実績報告書が年度末に提出されることになる。しかし，実績報告の内容の

調査確認，適合性の判断を年度内にしないと，年度内予算での補助金の交付ができなく

なる。そのため，継続的な事業に対する補助金の手続が年度末に集中的に行われている

ような処理になっている。すなわち，事業実績報告書受付日，事業実績調査確認書作成

日及び補助金額確定通知書通知日がすべて「３月３１日」となっている例が多く見受け

られた。審査書類に実際の作成日と異なる日付を記載すると，審査の信用性が失われて

しまうので，実際の作成日を記載することが必要である。 
 

☞指摘２ 

★ 書類の作成日は，実際の作成日を記載しなければならない。 

 
イ 補助金適正化法は，「補助事業者等は，各省各庁の長の定めるところにより，補助事業

が完了したときは，・・・・実績報告書に・・書類を添えて報告しなければならない」（同

法第１４条）とし，また「各省各庁の長は，・・・報告に係る補助事業等の成果が・・・

条件に適合するものであるかどうかを調査し，・・・補助金等の額を確定し，補助事業

者に通知しなければならない」（同法第１５条）と定めているが，実績報告書の提出期

限や補助金額の確定通知（精算通知）の期限は明示されておらず，「各省各庁の長の定

め」に委ねられている。 
これを受けて，補助金等適正化中央連絡協議会においては，次のとおり取り決めてい

る。要するに，国の補助金については，年度末まで事業を行うような補助事業の場合は，

４月１０日までに実績報告がなされ，それから２０日以内であれば，年度が変わっても，

実績報告の適合性確認，補助金額の確定・変更決定ができるのである。 
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○ 実績報告書の提出期限につき，完了実績報告及び廃止実績報告にあっては補助

事業等の完了若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１月以内又はその翌

年度の４月１０日までのいずれか早い日を原則とすること，年度終了実績報告に

あっては翌年度の４月３０日とすること 
○ 国の精算手続行為も，実績報告の期限と照応して，「実績報告書受理後原則と

して２０日以内」（実績報告書期限４月１０日プラス２０日で最終的には翌年度

の４月３０日までとなる）に行うべき 
（全国会計職員協会：小滝敏之著「全訂新版補助金適正化法解説」２２２～２３４頁） 

 
ウ 監査人としては，無理な補助金執行の手続をしないために，福岡市補助金交付規則の

第１５条に２項を新設しての改正を行うべきではないかと考える。 
 

☞意見１３ 

☆ 補助金執行の手続の適正さを確保するために，福岡市補助金交付規則第１５条

を，下記のとおり，２項を新設する改正をすべきである。 
記 

（補助金の額の確定等） 
第１５条 市長は，補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受け

た場合においては，報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より，その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するものであるかどうかを様式第５号により調査確認し，適

合すると認めたときは，交付すべき金額を確定し，様式第６号により当該補助

事業者に通知しなければならない。 
２ 前項の交付すべき金額の確定通知が翌年度になされる場合は，前条の補助事

業の成果の報告を受けた日から２０日以内に交付すべき金額の確定通知をし

なければならない。 
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第３部 各論（個別補助金）における指摘・意見の要点 

 

 既述したとおり，本監査報告書は，３００件にのぼる多種多様な補助金の概要を市民に

向けて広報することを目的のひとつとし，そのために対象補助金について概要表を記載し，

かつその概要を紹介している。しかし，要約版においては，そこまでの記載ができないの

で，個別補助金についての監査結果である「指摘」・「意見」をまとめるに止めている。 

まとめるについては，以下の第 1から第１１までの監査の視点ごとに，個別補助金名と

「指摘」・「意見」の番号と概要を記載したので，関心を持たれた方は報告書本体をお読み

願いたい。 

 

第１ 補助対象事業の公益性 

 

１ こども未来局：福岡市保育協会補助金(一般) 意見４２ 

☆ 補助金のうち，保育協会の人件費，事務費に対するものは，本来会員である各保育

所の会費で賄うべきものであり，減額または廃止を検討すべきである。 

２ 保健福祉局：福岡県私設病院協会事業補助金 意見６１ 

☆ 少なくとも，本補助金の私設病院協会一般会計への組入分については，実質的には

同協会の運営費補助の性質を有する。しかし，同協会の取扱事業には，必ずしも本市

の補助対象になじまないと思われるものも見られる。補助を継続する場合においても，

少なくとも，対象事業を，本市にとって特に公益性・必要性の高い事業に絞って，補

助を行うべきである。 

３ 保健福祉局：福岡市障がい者社会参加推進センター運営費補助金 意見７８ 

☆ 補助対象事業である生活訓練事業では，盲女性には家庭での日常生活上必要とされ

る諸能力についての訓練指導を行い，盲青年（男性）には社会生活に必要な知識の習

得や体験交流等が行える場を設けることとされているが，性別によって異なる訓練し

か提供しない取り扱いは市の補助事業として望ましいものではなく，見直しを行うべ

きである。 

４ 経済振興局：共同事業促進補助金 意見９４ 

☆ 本補助金については，共同販促事業そのものについては，公益上の必要性が認めら

れるところではあるが，“せいもん払い”の広告宣伝費については，公益性及び公平

性に疑問があるところである。したがって，その限りにおいては，廃止も検討すべき

である。共同販促事業については，より長期的に商店街への来訪者の増加を図るため

の事業を取り行うべきである。 

５ 農林水産局：水産加工業振興事業補助金 意見１１９ 

☆ 水産加工業者に対する補助金については，公益上の必要性は認められるが，直接的
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に市民に対し，新鮮で安全な食料を安定的に供給するという市民の基本的な食料を維

持するという目的が強いとは言えず，廃止，あるいは一般化（産業育成に対する補助

金等）について検討すべきである。 

６ 教育委員会：福岡市人権教育研究大会補助金 意見１２７ 

☆ 教職員以外の一般の参加者は極めて少ないことから，本補助金の交付決定において

は，大会内容を検討し，補助に見合う成果，とくに人権教育における教職員のスキル

アップに直接資する効果があると認められる場合に限って交付することにすべきであ

る。 

７ 議会事務局：福岡市議会議員互助会総合健康診断事業補助金 意見１３１ 

☆ 市議会議員の人間ドッグ受診費用の８０～９０％を補助することに「公益上の必要

性」が存在するか，大いに疑問がある。 

 

第２ 補助の公平性 

 

１ 市民局の４補助金 意見１７，１９ 

西日本華道連盟福岡支部春のいけばな展事業補助金 

全日本いけばなコンクール事業補助金 

筑前琵琶鑑賞会事業補助金 

筑前琵琶保存会演奏会事業補助金 

☆ 公募制を採用しておらず，「いけばな」と「筑前琵琶」に限定して４本の各補助金

が出されている。公平性の見地から，公募制を採用し，他の分野を含めた複数の分野

について割り付けた金額での補助を行う，又は隔年で複数の分野に対する補助を行う

等の方法を検討されるべき。 

２ 市民局：地域振興補助金(体育振興分野) 意見３２ 

 ☆ 南区以外では体育振興会への助成という形をとっているが，同会の助成金はその加

入団体に限られている。現在進められている体育振興会等の連絡会組織への移行につ

いては，補助金の存在を広報し，新規の申請を実際上も可能とする運用を行うべきで

ある。 

３ 市民局：福岡県人権研究所補助金 意見３６ 

 ☆ 現代の人権問題は多種多様であり，部落問題のみを他の人権問題から区別して補助

対象とすることは疑問である。対象団体を特定している運用を改め，交付要綱を変更

して人権に関わる自主的活動を行っている民間団体が，等しく補助金を申請できるよ

うにすべきである。 

４ 保健福祉局：福岡県私設病院協会事業補助金 意見６２ 

☆ 本市内の看護師養成施設７校のうち，本市が補助金を交付しているのは市医師会看
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護専門学校と福岡県私設病院協会専門学校の２校のみ。福岡市が福岡県私設病院協会

専門学校を補助する意義について，補助の必要性，公平性の観点から，再検討される

べき。 

５ 保健福祉局：諸学会補助金 意見６４ 

☆ 本補助金は補助対象を学会開催としているのに，何故，「保健・医療」の分野に限

定しているのか，合理的理由は見いだせない。学会に対する補助金のあり方について

全市的に検討すべき。 

６ 経済振興局：冷房用電気料助成 意見１１０ 

 ☆ 本補助金は，同和地区世帯のみを対象としているものであるところ，同和地区世帯

と類似の経済状況の者に対する助成はなされておらず，一般化がなされていない以上，

公平性に反するものである。 

７ 農林水産局：水産加工業振興事業補助金 意見１１９ 

 ☆ 水産加工業者に対する補助金については，他の業種との間の公平性について疑問が

ある。廃止，あるいは一般化（産業育成に対する補助金等）について検討すべきであ

る。 

 

第３ 補助の必要性 

 

１ 市民局の２補助金 意見１８ 

西日本華道連盟福岡支部春のいけばな展事業補助金 

全日本いけばなコンクール事業補助金 

☆ 補助金自体の額が低額であることに加え，補助金が全体の収入・経費に占める割合

が極めて低い。自主財源により運営することが十分に可能であると思われるので，廃

止すべき。 

２ 市民局：交通安全関係補助金 意見２７ 

 ☆ 補助対象団体である地区交通安全協会は本補助金がなくても事業執行は可能である

のではないかと考えられること等から，公的な援助を継続する必要があるか，あると

しても補助金によらず，かつてのように啓発物の現物支給という方法に戻せないか検

討すべきである。 

３ 市民局：地域振興補助金(東区まちづくり活性化事業) 意見３３ 

 ☆ 対象事業である東区花火大会はすでに東区のイベントとして定着している。財政的

にも自主財源を確保しており，補助金の目的は達成されたと考えられる。したがって

同大会に補助金を交付する必要性は乏しくなっており，今後は交付しないこととする

ことを検討すべきである。 

４ 市民局：福岡県人権研究所補助金 意見３８ 
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☆ 補助対象経費に対する補助率が極めて高い。対象団体による補助対象経費の振り分

けの是正を前提とし，福岡県，北九州市と協議のうえ，補助率についても５０％以下

とするなど補助金を見直すべきである。 

５ 市民局：部落解放同盟福岡市協議会補助金 意見３９ 

☆ 実質的に補助金の大部分が人件費等の団体運営費に充てられていることを考える

と，補助率は高率に過ぎる。対象事業を精査するとともに補助率を再考すべきである。 

６ こども未来局：幼稚園連盟運営費補助金 意見４６ 

☆ 補助金対象経費のうち普及事業費は，実質的に各園の園児募集広告である。本補助

金は補助対象経費に対して一律に補助するのではなく，研修費については補助率を上

げ，普及事業費については補助率を下げる，または対象経費から外すなど，補助対象

経費の公益上の必要性の程度に応じて補助率を再考することが望ましい。 

７ 保健福祉局の４補助金 

医療福祉行政推進協力事業補助金（三師会協力金） 意見５２ 

    福岡市医師会事業補助金 意見５５ 

    福岡市薬剤師会事業補助金 意見５９ 

    福岡市歯科公衆衛生事業補助金 意見６６ 

☆ 毎年定額の補助金交付が慣習化し，この定額の補助金が交付されることを前提とし

て，その不足分に各交付先団体の「繰入金」が当て込まれる形となっているように見

受けられる。毎年定額（前年同様）の補助金交付の必要性があるのかを具体的に検証

すべきであり，補助対象事業について実際の支出額（決算額）が当初予算額を下回っ

た場合には，原則として補助金確定通知の段階において補助金額を減額すべき。 

８ 保健福祉局の３補助金 

    医療福祉行政推進協力事業補助金（三師会協力金） 意見５３ 

    福岡市医師会事業補助金 意見５６ 

    福岡市薬剤師会事業補助金 意見５９ 

 ☆ 交付先団体自体の決算書等の資料も確認し，その財務状況，特に繰越金の有無につ

いて確認し，交付先団体の負担能力を把握し，これを踏まえた上で，現在の水準の金

額・割合の補助を行う必要があるか，これが適正かなどを検討すべき。 

９ 保健福祉局：福岡県私設病院協会事業補助金 意見６１ 

 ☆ 本補助金の私設病院協会一般会計への組入分については，実質的には同協会の運営

費補助の性質を有するが，その一般会計においても本補助金の組入額を大きく上回る

繰越金が発生しており，運営費補助の必要性には疑問あり。 

10 保健福祉局：福岡県私設病院協会事業補助金 意見６２ 

 ☆ 本市内の看護師養成施設７校のうち，本市が補助金を交付しているのは市医師会看

護専門学校と福岡県私設病院協会専門学校の２校のみ。福岡市が福岡県私設病院協会
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